
あらかじめお伝え、お願い、ご承知いただきたいこと。

１、このセミナーは国の公式見解だけではありません。
ＢＵＮさんの推測による事項も多々あります。
よって、実際の施行時には実現しない内容や違う内容になる

可能性もあります。

２、処理業許可不要制度に焦点を絞っています。よって、他の事
項は手薄です。

３、参加者名簿を見ますと初心者の方も多いようです。
一廃、産廃許可制度や各種リサイクル法の概要などは、ベテラ
ンから見ると十分にご承知の事項もあると思いますが、これら
はプラ新法に密接に関わることなので、「復習」としてお付き合
いいただければ幸いです。
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BUN環境課題研修事務所

主宰 長岡文明

「プラ新法」の概要と想定される許可不要制度



この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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国（環境省・経産省)の説明資料から

5
ＢＵＮさんの注目箇所



誰が・・・・
どのような対象物に・・・
どのようなことを・・・
どのような手法、方策で・・
やらせようとしているのか

6

＜あらゆる主体＞
＜多用な物品＞
＜包括的に＞
あまりにも大風呂敷、抽象的でよ
くわからない。
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誰が・・・・
どのような対象物に・・・
どのようなことを・・・
どのような手法、方策で・・

8

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・ 設計、製造者
どのような対象物に・・・・ 設計、製造する物
どのようなことを・・・・・・・ 環境配慮(指針)に合った
どのような手法、方策で・・ 指針、率先購入、設備支援

いろんな事項を表に詰め込んだので、情報が多すぎ。
個別に見ていこう。



誰が・・・・
どのような対象物に・・・
どのようなことを・・・
どのような手法、方策で・・

9

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・ 販売、提供者
どのような対象物に・・・・ ワンウェイプラスチック
どのようなことを・・・・・・・ 判断基準に合った
どのような手法、方策で・ 指導、助言、勧告、公表、命令



規制対象物品、ほぼ内定か？
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＜既存規制制度の緩和＞
◎主務大臣認定の再商品化事業の場合
選別、梱包等省略

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・

排出、回収である市町村
どのような対象物に・・・・

プラスチック資源
どのようなことを・・・・・・・

再商品化
どのような手法、方策で・

容リ法活用、民間連携
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＜既存規制制度の緩和＞
◎主務大臣認定の場合は
認定事業者は処理業許可不要

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・

製造・販売事業者等
どのような対象物に・・・・

プラスチック資源
どのようなことを・・・・・・・

自主回収、再資源化
どのような手法、方策で・

再資源化計画認定
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誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・ 排出事業者
どのような対象物に・・・・ プラスチック資源
どのようなことを・・・・・・・ 「とりくむべきこと」
どのような手法、方策で・ 判断基準、指導、助言、勧告、
公表、命令
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どのようなことを・・・・・・・ 再資源化計画
どのような手法、方策で・ 再資源化計画認定



この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。

15



ここからは、「許可不要制度」に焦
点を絞り見ていきましょう。

16

法律で「許可不要制度」を明言し
ているもの。
１、製造・販売者自主回収認定
２、排出事業者認定

実質的に「許可不要制度」になる
と思われる制度。
１、市町村容リ法活用ルート



法律で「許可不要制度」を明言しているもの。
「物」の流れと、その主体について
廃棄物処理法における位置付けを確認しておこう。
１、製造・販売者自主回収認定
２、排出事業者認定

廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要
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法律で「許可不要制度」を明言しているもの。＜条文確認＞
１、製造・販売者自主回収認定

第六章製造事業者等による自主回収及び再資源化
（自主回収・再資源化事業計画の認定）
第三十九条自らが製造し、若しくは販売し、又はその行う販売若しくは役務の
提供に付随して提供するプラスチック使用製品（当該プラスチック使用製品と合
わせて再資源化を実施することが効率的なプラスチック使用製品を含む。）が使
用済プラスチック使用製品となったものの再資源化のための使用済プラスチッ
ク使用製品の収集、運搬及び処分の事業（以下「自主回収・再資源化事業」と
いう。）を行おうとする者（当該収集、運搬又は処分の全部又は一部を他人に委
託して当該自主回収・再資源化事業を行おうとする者を含む。）は、主務省令で
定めるところにより、自主回収・再資源化事業の実施に関する計画（以下この条
及び次条第四項において「自主回収・再資源化事業計画」という。）を作成し、主
務大臣の認定を申請することができる。

ＢＵＮさん注目点
自社製品だけでなく、同種の他社製品も対象物に含まれる。
自社が自ら行う時だけでなく、「委託」して行うことも想定。
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１、製造・販売者自主回収認定＜条文確認＞

（廃棄物処理法の特例）
第四十一条 認定自主回収・再資源化事業者は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは
第六項又は第十四条第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定による
許可を受けないで、認定自主回収・再資源化事業計画に従って行う使用済プラスチック
使用製品の再資源化に必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは運搬又
は処分に該当するものに限る。第三項において同じ。）を業として実施することができる。
３ 認定自主回収・再資源化事業者の委託を受けて使用済プラスチック使用製品の再資
源化に必要な行為を業として実施する者（認定自主回収・再資源化事業計画に記載され
た第三十九条第二項第五号に規定する者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一項若
しくは第六項又は第十四条第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定に
よる許可を受けないで、認定自主回収・再資源化事業計画に従って行う使用済プラスチ
ック使用製品の再資源化に必要な行為を業として実施することができる。

第４１条第１項→認定事業者そのものは一般廃棄物・産業廃棄物
について収集運搬・処分ともに許可不要

第４１条第３項→認定事業者からの委託者も一般廃棄物・産業廃
棄物について収集運搬・処分ともに許可不要



「製造・販売者」は排出者ではないので、本来は許可が必要
であるが、「自主回収認定」を受ければ、許可不要。

廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

さらに、「自主回収認定」を受けた「製造・販売者」の委託を受
ければ、その受託業者も、許可不要。
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

「１、製造・販売者自主回収」(４１条１項認定)
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

「１、製造・販売者自主回収」（４１条３項認定)
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「１、製造・販売者自主回収」の認定を受けるには

（自主回収・再資源化事業計画の認定）
第三十九条
２ 自主回収・再資源化事業計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
二 申請者が法人である場合においては、その役員の氏名及び政令で定める使用人が
あるときは、その者の氏名
三 申請者が個人である場合において、政令で定める使用人があるときは、その者の氏
名
四 自主回収・再資源化事業の内容
五 使用済プラスチック使用製品の収集、運搬又は処分の全部又は一部を他人に委託し
ようとする場合には、その者の氏名又は名称及びその者が行う収集、運搬又は処分の
別
六 使用済プラスチック使用製品の収集又は運搬の用に供する施設
七 使用済プラスチック使用製品の処分の用に供する施設の所在地、構造及び設備
八 使用済プラスチック使用製品の再資源化に関する研究開発を行おうとする場合には、
その内容
九 その他主務省令で定める事項
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「１、製造・販売者自主回収認定」の内容に変更

（自主回収・再資源化事業計画の変更等）
第四十条 前条第三項の認定を受けた者（以下「認定自主回収・再資源化
事業者」という。）は、同条第二項第四号から第七号までに掲げる事項を変
更しようとするときは、主務省令で定めるところにより、主務大臣の認定を受
けなければならない。ただし、主務省令で定める軽微な変更については、こ
の限りでない。
２ 認定自主回収・再資源化事業者は、前項ただし書の主務省令で定める
軽微な変更をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、あらかじ
め、その旨を主務大臣に届け出なければならない。
３ 認定自主回収・再資源化事業者は、前条第二項第一号から第三号まで、
第八号又は第九号に掲げる事項を変更したときは、主務省令で定めるとこ
ろにより、遅滞なく、その旨を主務大臣に届け出なければならない。

事後届出
一 申請者の氏名又は名称
二 役員の氏名
三 申請者が個人(まず無い)・・
八 再資源化の内容
九 その他主務省令で定める事項

変更認定
四 自主回収・再資源化事業の内容
五 委託者
六 収集又は運搬の用に供する施設
七 処分施設の所在地、構造及び設備
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その手続きは許可とあまり変わらないのではないか

自治体ごとの許可は不要という点ではメリット
特に一般廃棄物について許可不要になるのはメリット

既存制度である大臣広域認定や小型家電Ｒ法と同レベルの
「メリット」「デメリット」の感じがする。

このように「許可不要制度」と言うものの、フリーハ
ンドという訳ではない。

事業内容、それを担う受託業者（リサイクラー)の変更はもちろ
ん、使用する処理施設の変更も事前の変更認可が必要。（文
言上は使用する車両の変更もこれに該当)



廃棄物

有価物

一般廃棄物

産業廃棄物

家庭系

事業系

物

市町村長許可

都道府県知事許可

許可が産廃と一廃で別のため、「一廃の許可業者」であっても、産廃を扱えば
「無許可」となる。

産廃は種類ごとの許可なので、「廃プラスチック類」の許可を持っていても、
「汚泥」の許可を持たない会社が扱えば、「無許可」となる。

廃プラスチック類

汚泥

がれき類等２０種

このことから、「物」の区分
を知ることが、まずは基本。

28

廃棄物の区分



積み降しの場所で許可

積み込む県で収集運搬の
許可が必要（栃木県）

降ろす県で収集運搬の許可
が必要（山形県）

単に通過するだけの県で
は許可は不要（福島県）
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一般廃棄物処理の難しさ

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村Ｄ町

Ｅ市

Ｆ町

一般廃棄物の場合も、積み卸しを行
う場所で許可は必要。

このため、広域的な処理を行うため
には、多くの市町村の許可が必要に
なる。

しかし、一般廃棄物は市町村の自治事
務であり、市町村自らによる処理を原
則としていることから、市町村一般廃棄
物処理計画にマッチしない一般廃棄物
処理業の許可は行わない。
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付帯決議

•プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案に対する附帯決議

•令和三年六月三日

•参議院環境委員会

•政府は、本法の施行に当たり、次事項について適切な措置を講ずべきで

ある。

•５、製造事業者等の自主回収・再資源化事業計画及び排出事業者の再資

源化事業計画に係る認定による廃棄物処理法の特例について、当該特例

の運用が廃棄物処理法の趣旨にもとることがないよう、各事業者に対し

適切な指導・監督を行うこと。

産業界(販売者等から)からの規制緩和の要望が強
いにもかかわらず、なぜ、このような制度を想定し
ているのか
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業許可制度

•処理基準

廃棄物処理法の趣旨にもとることがないよう

•委託基準

処理施設許可制度

目的：生活環境の保全及び公衆衛生の向上

使用機材、法人役員
の届出

•構造基準

•維持管理基準

悪臭、飛散、流出、地下浸透、害虫、鼠

車両表示

委託契約書

マニフェスト

なにをどこまで緩和可能か？
理屈は付けられるのか？
既存制度とのバランスは？



この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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許可制度、許可不要制度の確認

では、なぜ産業界は自らで処理をやらずに、既存業者を活用し
ようとするのか。
（もちろん、プラ新法をきっかけに自社による処理に乗り出すと
ころもあるだろうが。)

それは、許可不要制度の活用は、許可を取得するのと同レベ
ル(またはそれ以上に)に難しい。

ここからしばらくは、許可制度、既存の許可不要制度について
確認してみよう。
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以降の「許可不要制度」は資料紹
介のみで、講義では取り上げない
ものもあります。
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

適正処理困難物

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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廃棄物処理法業許可不要系統図

許可条文
根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
１０種類

一般廃棄物処分
６種類

産業廃棄物収集運搬
１２種類

産業廃棄物処分
８種類

古繊維、古紙、鉄くず、空き瓶事業者
自ら処理

特別管理産業廃棄物運搬
５種類

特別管理産業廃棄物処分
３種類

1
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根拠条文

（一般廃棄物収集運搬業）

第七条

一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該

業を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、

一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管轄する市町村長の

許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその一般廃棄

物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄

物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める

者については、この限りでない。

一般廃棄物処分業、産業廃棄物収集運搬業、同処分
業ともに同様の表現。
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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廃棄物処理法業許可不要系統図

独立別個
条文根拠

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の８）
52種類（26年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の２）
41種類（26年時点）

大臣認定

再生利用認定

広域認定

公共団体
（１１条）

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の９）
66種類（27年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の３）
200種類（27年時点）

2

3

無害化認定
産業廃棄物(石綿・低濃度ＰＣＢ)

（法第１５条の４の４）

一般廃棄物(石綿)

（法第９条の１０）
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廃棄物処理法業許可不要系統図

独立別個
条文根拠

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の８）
63種類（20年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の２）
48種類（21年時点）

大臣認定

再生利用認定

広域認定

公共団体
（１１条）

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の９）
66種類（22年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の３）
174種類（22年時点）

2

3

平成２２年頃
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廃棄物処理法業許可不要系統図

独立別個
条文根拠

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の８）

47種類（令和２年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の２）
40種類（令和２年時点）

大臣認定

再生利用認定

広域認定

公共団体
（１１条）

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の９）

56種類（令和２年時点）

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の３）
204種類（令和２年時点）

2

3

無害化認定
産業廃棄物(石綿・低濃度ＰＣＢ)

（法第１５条の４の４）(ＰＣＢで３２認定（令和２年時点)）

一般廃棄物(石綿)

（法第９条の１０）
令和２年
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根拠条文

（一般廃棄物の広域的処理に係る特例）

第九条の九

環境省令で定める一般廃棄物の広域的な処理を行い、又は行おうとする者（当

該処理を他人に委託して行い、又は行おうとする者を含む。）は、環境省令で定

めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、環境大臣

の認定を受けることができる。

４ 第一項の認定を受けた者（その委託を受けて当該認定に係る処理を業と

して行う者（第二項第二号に規定する者である者に限る。）を含む。）は、第七

条第一項又は第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けな

いで、当該認定に係る一般廃棄物の当該認定に係る収集若しくは運搬又は処

分を業として行うことができる。

産業廃棄物は第１５条の４の３に同様の表現。
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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廃棄物処理法業許可不要系統図

廃棄物処理法では
規定せず

許可不要
を規定

特別法の
位置づけ

各種
リサイクル法

鉱山法、下水道法、
水質汚濁防止法等

R法以外
（存在せず）

容器包装R法

家電R法

食品R法

自動車R法

4

小型家電R法

建設R法には許可
不要制度はない
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根拠条文

容器包装リサイクル法

（廃棄物処理法の特例等）

第三十七条

指定法人、認定特定事業者又はこれらの者の委託を受けて分

別基準適合物の再商品化に必要な行為（一般廃棄物の運搬又は

再生に該当するものに限る。）を業として実施する者（当該認定特

定事業者から委託を受ける者にあっては、第十五条第二項第六

号に規定する者である者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一

項又は同条第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許

可を受けないで、当該行為を業として実施することができる。
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

適正処理困難物

下取り

無害化認定
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廃火薬類

廃印刷機

廃パソコン

一般廃棄物
収集運搬・処分
（法第９条の９）

66認定（27年時点）

大臣広域認定

廃二輪自動車

廃ＦＲＰ船

廃消火器

大臣告示では１３種に限定

現認定の種類
＋廃スプリングマットレス

現状は１２種の廃棄物を認定

3

廃携帯電話用装置

廃密閉型蓄電池

廃開放型鉛蓄電池

廃乳母車

廃乳幼児用ベッド

廃乳幼児用補助装置
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繊維製品(合成繊維又は合成樹脂を含む)

タイル、ブロック、衛生陶器の廃材

情報処理機器、通信機器及び
測定機器並びにそれらの梱包材

産業廃棄物
収集運搬・処分

（法第１５条の４の３）
200認定（27年時点）

二輪自動車及び原動機付自転車

その他、種々

大臣広域認定3

大臣告示はなく具体
的な品目では限定し

ていない
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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廃棄物処理法業許可不要系統図

廃棄物処理法では
規定せず

許可不要
を規定

特別法の
位置づけ

各種
リサイクル法

鉱山法、下水道法、
水質汚濁防止法等

R法以外
（存在せず）

容器包装R法

家電R法

食品R法

自動車R法

4

小型家電R法

建設R法には許可
不要制度はない
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容器包装R法に規定する許可不要制度

容器包装R法第３７条

１．指定法人

２．認定特定事業者

３．１ or ２の委託を受ける者

一般廃棄物収集運搬業
又は

一般廃棄物処分業
許可不要
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廃棄物処理法業許可不要系統図

廃棄物処理法では
規定せず

許可不要
を規定

特別法の
位置づけ

各種
リサイクル法

鉱山法、下水道法、
水質汚濁防止法等

R法以外
（存在せず）

容器包装R法

家電R法

食品R法

自動車R法

4

小型家電R法

建設R法には許可
不要制度はない
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（認定事業者等に係る廃棄物処理法の特例）第十三条(抜粋)

認定事業者は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第六項又は第十四条
第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受
けないで、当該認定に係る使用済小型電子機器等の再資源化に必要な行
為（一般廃棄物（廃棄物処理法第二条第二項に規定する一般廃棄物をい
う。第七項において同じ。）又は産業廃棄物（廃棄物処理法第二条第四項
に規定する産業廃棄物をいう。次項及び次条第一項において同じ。）の収
集若しくは運搬又は処分に該当するものに限る。第三項において同じ。）を
業として実施することができる。

１．「認定事業者は、これらの規定による許可を受
けないで、業として実施することができる。」

認定事業者は、一般廃棄物、産業廃
棄物ともに処理業の許可は不要。
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（認定事業者等に係る廃棄物処理法の特例）第十三条(抜粋)

３ 認定事業者の委託を受けて使用済小型電子機器等の再資源化に必要
な行為を業として実施する者（認定計画に記載された第十条第二項第六号
に規定する者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第六項又
は第十四条第一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定によ
る許可を受けないで、認定計画に従って行う使用済小型電子機器等の再
資源化に必要な行為を業として行うことができる。

１．「認定事業者の委託を受けて実施する者は、こ
れらの規定による許可を受けないで、業として実
施することができる。」

認定事業者の委託を受けて実施する者も、一般廃
棄物、産業廃棄物ともに処理業の許可は不要。た
だし、最初から申請書に記載してあって、計画に名
前が載っている者だけ。

２．認定計画に記載された者に限る
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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「下取り」廃棄物の排出者は？
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「下取り廃棄物」に関する通知

［昭和５２年通知、改正最終平成１０年衛環第３７号問２９通知］

問 いわゆる下取り行為には収集運搬業の許可が必要か。

答 新しい製品を販売する際に商習慣として同種の製品で使

用済のものを無償で引取り、収集運搬にかかる下取り行為に

ついては、収集運搬業の許可は不要である。
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「下取り」成立の条件

⑤「収集運搬にかかる」

④「無償で」

③「同種の製品で使用済のも
の」

②「商習慣として」

①「新しい製品を販売する際」 行為の時期を限定。

社会的に「習慣」と見な
される行為に限定。

物品を限定。

処理料金を限定。

処理の行為を収集運
搬に限定。
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廃棄物処理法業許可不要系統図

物

有価物

廃棄物

廃棄物処理法で
規定

廃棄物処理法では
規定せず

許可条文根拠

独立別個条文根拠

「専ら４品目」

省令規定

一般廃棄物収集運搬
○種類

一般廃棄物処分運搬
○種類

産業廃棄物収集運搬
○種類

産業廃棄物処分運搬
○種類

大臣認定

再生利用認定

広域認定

適正処理困難物

許可不要を規定

特別法の位置づけ

各種リサイクル法

鉱山法、下水道法、水質汚濁防止法等

公共団体
（１１条）

事業者自ら処理

1

2

3

4

下取り

無害化認定
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この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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なぜ、既存制度は活用しにくいのか。

「物」「行為者」「エリア」が限定される。

容リ法→分別基準に適合した「物」に限定

知事・市町村長指定→「エリア」限定

広域認定→「自社製造物」限定

下取り→５つの要素

自リ法、家電、小電Ｒ法→「物」「行為者」限定
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この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。

66



67

＜既存規制制度の緩和＞
◎主務大臣認定の場合は
認定事業者は処理業許可不要

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・ 排出事業者
どのような対象物に・・・・ プラスチック資源
どのようなことを・・・・・・・ 再資源化計画
どのような手法、方策で・ 再資源化計画認定

再掲



本来、「排出者」が自分の廃棄物を処理する場合は、許可不要。

廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

この制度は、「再資源化計画認定」を受けた
（１）「排出事業者」の委託を受ければ、その受託業者は、許可不要。
（２）認定自体を「複数の排出事業者から委託される」として、認定を
受けた者(排出事業者の共同処理をイメージ？)は、許可不要。
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法律で「許可不要制度」を明言しているもの。＜条文確認＞
２、排出事業者認定

（再資源化事業計画の認定）
第四十八条次に掲げる者は、主務省令で定めるところにより、プラスチッ
ク使用製品産業廃棄物等の再資源化のためのプラスチック使用製品産業
廃棄物等の収集、運搬及び処分の事業（以下「再資源化事業」という。）の
実施に関する計画（以下この条及び次条第四項において「再資源化事業
計画」という。）を作成し、主務大臣の認定を申請することができる。

一 自らが排出するプラスチック使用製品産業廃棄物等について再資源化
事業を行おうとする排出事業者（当該プラスチック使用製品産業廃棄物等
の収集、運搬又は処分の全部又は一部を他人に委託して当該再資源化
事業を行おうとする者を含む。）

二 複数の排出事業者の委託を受けて、これらの者が排出するプラスチッ
ク使用製品産業廃棄物等について再資源化事業を行おうとする者（当該
プラスチック使用製品産業廃棄物等の収集又は運搬の全部又は一部を
他人に委託して当該再資源化事業を行おうとする者を含む。）
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２、排出事業者認定＜条文確認＞

（廃棄物処理法の特例）
第五十条 認定再資源化事業者（第四十八条第一項第一号に掲げる者に限る。）の委託
を受けてプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為（産業廃棄物の
収集若しくは運搬又は処分に該当するものに限る。以下この項において同じ。）を業とし
て実施する者（認定再資源化事業計画に記載された同条第二項第六号に規定する者に
限る。）は、廃棄物処理法第十四条第一項又は第六項の規定にかかわらず、これらの規
定による許可を受けないで、認定再資源化事業計画に従って行うプラスチック使用製品
産業廃棄物等の再資源化に必要な行為を業として実施することができる。
第五十一条 認定再資源化事業者（第四十八条第一項第二号に掲げる者に限る。以下
この条において同じ。）は、廃棄物処理法第十四条第一項又は第六項の規定にかかわ
らず、これらの規定による許可を受けないで、認定再資源化事業計画に従って行うプラ
スチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為（産業廃棄物の収集若しくは
運搬又は処分に該当するものに限る。）を業として実施することができる。

第５１条第１項→認定事業者（複数排出事業者委託)は産業廃棄
物について収集運搬・処分ともに許可不要

第５０条第１項→認定事業者からの委託者は産業廃棄物につい
て収集運搬・処分ともに許可不要



ここで、ちょっと整理をしておきましょう

そもそも排出事業者自身は許可不要
だから、排出事業者自身は許可不要制
度は不要

しかし、他の排出事業者の物を扱うとき
は許可必要。

第七条
一般廃棄物の処理を業として行おうとする者は、（中略)市町村

長の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその一般
廃棄物を処理する場合に限る。）、（中略)については、この限りで
ない。
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過去にも経済界からは要望が成されていた。



「親子会社」についての今までの運用は

平成五年三月三一日 衛産第三六号

各都道府県・各政令市産業廃棄物行政主管部（局）長宛 厚生省生活衛生局水道環境部産業廃
棄物対策室長通知 最終改正：平六衛産第九三号

（子会社）

問５ 事業者が産業廃棄物を処理する目的で子会社を設立して当該事業者が排出す
る産業廃棄物を処理する場合、当該子会社は処理業の許可が必要か。

答 子会社が事業者と別の独立した法人格を有するものであれば、子会社が事業者の
専属の下請けであっても、他人の排出した産業廃棄物の処理を業として行うのである
から、処理業の許可が必要である。

（親会社の処理）
問41

親会社が子会社の産業廃棄物を無償で引き取り、自社の産業廃棄物と併せて処理す
る場合には、「事業者がその産業廃棄物を収集若しくは運搬又は処分する場合」に該
当することとなり、いわゆる自己処理を行っていることとなるか。

答 独立した法人どうしであれば自己処理に該当せず、親会社には処理業の許可が必
要である。
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「親子会社」類似の疑義応答

（協同組合）
問４ 事業者が産業廃棄物を処理する目的で協同組合を設立して当該
事業者が排出する産業廃棄物を処理する場合、当該組合は処理業の
許可が必要か。
答 協同組合が事業者と別の独立した法人格を有するものであれば、
処理業の許可が必要である。

（構内での運搬）
問７ Ａの設置する工場の構内で、Ａが排出する産業廃棄物を別法人Ｂ
が収集、運搬及び処分する場合、Ｂは処理業の許可が必要か。なお、Ｂ
は当該工場の場外では産業廃棄物の処理は一切行っていない。
答 Ｂの行為がＡの設置する工場の構内でしか行われないとしても、他
人の排出した産業廃棄物を業として処理するのであれば、処理業の許
可が必要である。

環境省のスタンス、「人格が違えば、許可は必要」
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平成２９年改正「親子会社」規定

１、１００％の株所有 このような制約をクリアして、
「知事の認定」を取ってやり
たい、という会社はどのくら
い存在するだろう？

２、排出事業者の規定

３、自社処理限定

４、産業廃棄物のみ

５、知事の認定

環境省は、実際的には今までのスタンスを堅持したのではないか？

認定をとっても、できる範囲は、「親子会社間
の産業廃棄物の自社処理だけ」

だったら正攻法で、「処理業の許可」を取得し
たら。

許可さえ取れば、第三者の産業廃棄物も扱
えるよ。
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本来、「排出者」が自分の廃棄物を処理する場合は、許可不要。

廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

この制度は、「再資源化計画認定」を受けた
（１）「排出事業者」の委託を受ければ、その受託業者は、許可不要。
（２）認定自体を「複数の排出事業者から委託される」として、認定を
受けた者。(排出事業者の共同処理をイメージ？)

再掲
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２、排出事業者認定＜条文確認＞

（廃棄物処理法の特例）
第五十条 認定再資源化事業者（第四十八条第一項第一号に掲げる者に限る。）の委託
を受けてプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為（産業廃棄物の
収集若しくは運搬又は処分に該当するものに限る。以下この項において同じ。）を業とし
て実施する者（認定再資源化事業計画に記載された同条第二項第六号に規定する者に
限る。）は、廃棄物処理法第十四条第一項又は第六項の規定にかかわらず、これらの規
定による許可を受けないで、認定再資源化事業計画に従って行うプラスチック使用製品
産業廃棄物等の再資源化に必要な行為を業として実施することができる。
第五十一条 認定再資源化事業者（第四十八条第一項第二号に掲げる者に限る。以下
この条において同じ。）は、廃棄物処理法第十四条第一項又は第六項の規定にかかわ
らず、これらの規定による許可を受けないで、認定再資源化事業計画に従って行うプラ
スチック使用製品産業廃棄物等の再資源化に必要な行為（産業廃棄物の収集若しくは
運搬又は処分に該当するものに限る。）を業として実施することができる。

第５１条第１項→認定事業者（複数排出事業者委託)は産業廃棄
物について収集運搬・処分ともに許可不要

第５０条第１項→認定事業者からの委託者も産業廃棄物について
収集運搬・処分ともに許可不要

再掲



廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

２、排出事業者認定（５０条認定)
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

２、排出事業者認定(５１条認定)
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２、排出事業者認定の内容に変更時の手続きについては「１、製造・
販売者自主回収認定の内容に変更」と同じなのでここでは省略。

と言うことは・・・

その手続きは許可とあまり変わらないのではないか

自治体ごとの許可は不要という点ではメリット

既存制度である大臣広域認定や小型家電Ｒ法と同レベルの
「メリット」「デメリット」の感じがする。

「許可不要制度」と言うものの、フリーハンドという訳ではない。

事業内容、それを担う受託業者（リサイクラー)の変更はもちろん、
使用する処理施設の変更も事前の変更認可が必要。（文言上
は使用する車両の変更もこれに該当)



この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
８、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
９、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１０、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１１、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、産業界は既存業者とタッグを組むことを想定か？
８、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
９、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
１０、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１１、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１２、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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＜既存規制制度の緩和＞
◎主務大臣認定の再商品化事業の場合
選別、梱包等省略

誰が・・・・・・・・・・・・・・・・・

排出、回収である市町村
どのような対象物に・・・・

プラスチック資源
どのようなことを・・・・・・・

再商品化
どのような手法、方策で・

容リ法活用、民間連携

再掲



容器包装R法に規定する許可不要制度
容器包装R法第３７条

１．指定法人

２．認定特定事業者

３．１ or ２の委託を受ける者

一般廃棄物収集運搬業
又は

一般廃棄物処分業
許可不要

84

容器包装R法第３７条（廃棄物処理法の特例等）

第三十七条 指定法人、認定特定事業者又はこれらの者の委託を受けて分別基準
適合物の再商品化に必要な行為（一般廃棄物の運搬又は再生に該当するものに限
る。）を業として実施する者（当該認定特定事業者から委託を受ける者にあっては、第
十五条第二項第六号に規定する者である者に限る。）は、廃棄物処理法第七条第一
項又は同条第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当
該行為を業として実施することができる。

２ 指定法人は、前項に規定する行為を他人に委託する場合には、政令で定める基
準に従わなければならない。
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法律で「市町村容リ法活用ルート」を明言しているもの。＜条
文確認＞

プラ新法（容器包装再商品化法の特例）

（再商品化の委託）
第三十二条 市町村は、分別収集物（環境省令で定める基準に適合するものに限る。第
三十六条において同じ。）の再商品化を、容器包装再商品化法第二十一条第一項に規
定する指定法人（第三十六条において「指定法人」という。）に委託することができる。
（再商品化計画の認定）
第三十三条 市町村は、単独で又は共同して、主務省令で定めるところにより、分別収
集物の再商品化の実施に関する計画（以下この条及び次条第四項第一号において「再
商品化計画」という。）を作成し、主務大臣の認定を申請することができる。
２ 再商品化計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。

（１号～５号略)

六 分別収集物の収集、運搬又は処分（再生を含む。次項第四号ロ、第三十九条第三
項第三号ロ及びハ並びに第四十八条第三項第三号ロ及びハを除き、以下同じ。）を行
う者の氏名又は名称及びその者が行う収集、運搬又は処分の別
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法律で「市町村容リ法活用ルート」を明言しているもの。＜条
文確認＞

プラ新法（容器包装再商品化法の特例）
第三十五条 認定再商品化計画に記載されたプラスチック容
器包装廃棄物については、これを容器包装再商品化法第二
条第六項に規定する分別基準適合物とみなして、容器包装
再商品化法の規定を適用する。

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

第二条 ６ この法律において「分別基準適合物」とは、市町村が第八条
に規定する市町村分別収集計画に基づき容器包装廃棄物について分別
収集をして得られた物のうち、環境省令で定める基準に適合するものであ
って、主務省令で定める設置の基準に適合する施設として主務大臣が市
町村の意見を聴いて指定する施設において保管されているもの（有償又
は無償で譲渡できることが明らかで再商品化をする必要がない物として主
務省令で定める物を除く。）をいう。



容器包装リサイクル法のスキーム

（指定法人ルート・ペットボトルの場合）
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許可不要となるのは、
容リ法省令で定める
「分別基準」に適合に
なる一般廃棄物につ
いて、容リ協会から委
託を受けた｢物」だけ。

それをプラ新法で、分
別基準に合わなくても、
プラ新法の認定を受
けていればＯＫとする
特例。規制緩和。
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法律で「市町村容リ法活用ルート」を明言しているもの。＜条文確認＞

プラ新法第３６条
（廃棄物処理法の特例）(趣旨が変わらない程度に簡略表現にしています)
第三十六条 第三十二条の規定により市町村の委託を受けて分別収集物の再商品化に
必要な行為（一般廃棄物又は産業廃棄物の運搬又は処分に該当するものに限る。）を実
施する指定法人又は指定法人の再委託を受けて分別収集物の再商品化に必要な行為
を業として実施する者は、廃棄物処理法第七条第一項若しくは第六項又は第十四条第
一項若しくは第六項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当該
行為を業として実施することができる。
２ 廃棄物処理法第六条の二第二項の規定にかかわらず、第三十二条の規定により市町
村が分別収集物の再商品化に必要な行為（一般廃棄物の運搬又は処分に該当するもの
に限る。）を指定法人に委託する場合の基準は、政令で定める。
３ 指定法人は、市町村の委託を受けた分別収集物の再商品化に必要な行為（産業廃棄
物の運搬又は処分に該当するものに限る。）を他人に再委託する場合には、政令で定め
る基準に従わなければならない。

１指定法人（容リ法協会）は、一般廃棄物・産業廃棄物ともに収集運搬業者、処分業許
可不要。
指定法人の再委託を受けて業として実施する者(リサイクラー)は、一般廃棄物・産業廃
棄物ともに収集運搬業者、処分業許可不要。

２、３項は次頁の委託、受託関連。
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法律で「市町村容リ法活用ルート」を明言しているもの。＜条文確認＞

（廃棄物処理法の特例）(趣旨が変わらない程度に簡略表現にしています)
第三十六条
４ 指定法人（市町村の委託を受けて分別収集物の再商品化に必要な行為を実
施する場合に限る。）は、廃棄物処理法の適用については、一般廃棄物収集運
搬業者若しくは一般廃棄物処分業者又は産業廃棄物収集運搬業者若しくは産
業廃棄物処分業者とみなす。

５ 指定法人の再委託を受けて分別収集物の再商品化に必要な行為を業として
実施する者は、廃棄物処理法第六条の二第六項、第七条第十三項及び第十四
項並びに第七条の五の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）又は廃棄物処
理法第十二条の四第一項、第十四条第十二項から第十六項まで及び第十四条
の三の三の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適用については、一般
廃棄物収集運搬業者若しくは一般廃棄物処分業者又は産業廃棄物収集運搬
業者若しくは産業廃棄物処分業者とみなす。

４ 指定法人（容リ法協会）は、一般廃棄物・産業廃棄物ともに収集運搬、処分業許可業
者とみなす。
５ 指定法人の再委託を受けて業として実施する者(リサイクラー)は、委託、受託関係も
一般廃棄物業者、産業廃棄物業者とみなす。



この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、産業界は既存業者とタッグを組むことを想定か？
８、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
９、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
１０、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１１、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１２、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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この話はいろんな制度が登場し、わかりにくいと思いますので、
あらかじめ、あらすじを示しておきます。
１、プラ新法の概要（環境省の説明資料から)
２、どんな新たな制度が登場するのか。
３、新たな許可不要制度。
４、製造者、販売者が対象(主体)の許可不要制度。
５、許可は不要であるが、複雑な諸手続。
６、なぜ、画期的な規制緩和は期待出来ないのか。
７、産業界は既存業者とタッグを組むことを想定か？
８、既存の許可不要制度にはどんなものがあるのか？
９、なぜ、既存制度は活用しにくいのか。
１０、排出事業者が対象(主体)の許可不要制度。
１１、市町村が関わる新制度（容リ法の変異形)
１２、ＢＵＮさんが予想する新許可不要制度の運用。
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既存の許可不要制度も種々有るが、それぞれに一長一短。
廃棄物処理法で許可制度を設定している限り、ノールールと言う
訳にはいかない。
既存の規制は、それなりの経緯、理由かあって制度化されたも
の。
そのルールを撤廃、緩和しようと言うのが、許可不要制度。
規制緩和は、どの要因について「緩和」「撤廃」しようとしている
のか？
「物」「主体」「エリア」「行為」どの要因についてなのか？
こういったことを勘案すると、プラ新法の新たな許可不要制度は
次のような形になるのではないか(あくまで推測)
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「市町村容リ法活用ルート」については、部外者(多くの世間一般
の人達)から見ると、外形上は変わらず。
国民→「市町村から指示される分別方法」に従って、排出すれば
よい
市町村→プラ新法の趣旨も踏まえて、新たな「計画」の策定。
とは言うものの、受け皿が無くては計画は策定出来ない。
結局、国、容リ協会が提示する「メニュー」に沿った計画の策定。
処理業界→市町村が乗ってこれる処理施設、分別手法を提示、
提案。
これができる処理業者は「許可不要」で全国展開が可能となる。
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「市町村容リ法活用ルート」

94

委託の流れ



１、製造・販売者自主回収認定
２、排出事業者認定

については、認定申請する「立場」こそ違うが、実質的には大きな違いは無いように思
える。
・認定者そのものが廃プラスチック類の処理を行うケースは少ない。
・認定者から委託を受けたリサイクラーが実際の処理を行うことケースが多い。
・知事、市町村長からの個々の業許可は不要ではある。
・特に製造・販売者自主回収認定の一般廃棄物処理業許可不要は大きい。
・手続き的にはそれ程のメリットは無いのではないか。

ただし、次の事項については若干の規制緩和はあるかも。
・マニフェストの交付義務。(広域認定、家電Ｒ法では不要、小型家電Ｒ法では必要。)

・委託契約書の締結義務(家電Ｒ法では代替措置。他は必要)

・使用車両の届出義務。
・車両表示(不要の先例は無い)

・保管量上限(優良認定業者には規定有り。)

・保管期間(優良認定業者には規定有り。)

緩和措置は無いと思われる規制
・飛散、流出、悪臭、地下浸透、そ族(ねずみ)、害虫の予防
・実績報告
・改善命令、措置命令等の行政処分
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

「１、製造・販売者自主回収」（４１条３項認定)
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

２、排出事業者認定（５０条認定)
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廃棄物処理にあたるので
通常は許可が必要

１、に該当 ２、に該当

廃棄物処理法上の処理責任は無い。
拡大生産者責任。

排出者責任
自社処理は許可不要

２、排出事業者認定(５１条認定)
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BUN環境課題研修事務所

主宰 長岡文明

「プラ新法」の概要と想定される許可不要制度


